
伊丹市野良猫衛生対策事業実施要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は，市内の野良猫又は地域猫に不妊手術又は去勢手術を受けさせる者に

対する支援及び地域猫活動の推進について必要な事項を定めることにより，野良猫及び

地域猫の繁殖を抑制し，もって野良猫による衛生問題を解決し，良好な生活環境を保持

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 飼い猫 飼い主が明確であり，飼い主からえさをもらい管理されている猫をいう。 

⑵ 野良猫 特定の飼い主がなく，地域に住み着いている猫をいう。 

⑶ 地域猫 特定の飼い主がなく，地域に住み着き，その地域住民が衛生面で対応を行 

う等により適正に管理されている猫をいう。 

⑷ 不妊手術 獣医師が行う卵巣，子宮を摘出する手術をいう。 

⑸ 去勢手術 獣医師が行う精巣を摘出する手術をいう。 

（事業） 

第３条 この要綱による事業の内容は，次に掲げるとおりとする。 

⑴ 捕獲器の貸出し 

⑵ 野良猫又は地域猫の不妊手術又は去勢手術に要する費用の補助 

⑶ 地域猫活動団体の登録 

（捕獲器の貸出対象者） 

第４条 この要綱による捕獲器の貸出しを受けることができる者は，不妊手術又は去勢手

術を受けさせる目的で本市の区域内に生息する野良猫又は地域猫を捕獲しようとする者

であって，かつ，野良猫衛生対策事業講習会実施要領第５条第１項に規定する野良猫衛

生対策事業講習会受講済証の交付を受けた者とする。 

（捕獲器の貸出申請等） 

第５条 捕獲器の貸出しを受けようとする者は，野良猫捕獲器貸出申請書（様式第１号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の申請書の提出があったときは，その内容を審査し，承認の決定をした

ときは野良猫捕獲器貸出承認通知書（様式第２号）により，不承認の決定をしたときは

野良猫捕獲器貸出不承認通知書（様式第３号）により，前項の規定により申請を行った

者に通知するものとする。 

（貸出期間） 

第６条 捕獲器の貸出期間は，貸出しを受けた日から起算して１４日以内とする。ただし，

貸出期間内に野良猫及び地域猫が捕獲できないときは，捕獲器の貸出しを受けた者（以

下「使用者」という。）の申出により，７日を限度に延長することができる。 

２ 前項の貸出期間の終了日が，伊丹市の休日を定める条例（平成３年伊丹市条例第１号）



第１条第１項に規定する休日に当たるときは，翌開庁日を貸出期間の終了日とする。 

（貸出台数） 

第７条 捕獲器の貸出台数は，貸出１回につき最大３台までとする。 

（捕獲器の使用場所） 

第８条 捕獲器の使用場所は，使用者の所有地若しくは借地又は，捕獲器の使用及び当該

使用のための立ち入りについて使用者が事前に了承を得た第三者の所有地に限るものと

する。 

（捕獲器の使用者の遵守事項） 

第９条 使用者は，次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 捕獲器を善良な管理者の注意をもって管理すること。 

⑵ 承認を受けた目的以外に捕獲器を使用しないこと。 

⑶ 捕獲器の使用の権利を譲渡し，又は捕獲器を転貸しないこと。 

⑷ 捕獲器を使用した後は，清掃すること。 

（事故の責任） 

第１０条 捕獲器の使用により，使用者が被った損害及び使用者が第三者に与えた損害に

関しては，使用者がその責任を負うものとする。 

（補助金の対象者） 

第１１条 第３条第２号による補助金（以下「補助金」という。）の交付を受けることがで

きる者は，野良猫又は地域猫を捕獲して不妊手術又は去勢手術を受けさせようとする者

のうち，次に掲げる要件を満たす者とする。 

⑴ 野良猫衛生対策事業講習会実施要領第５条第１項に規定する野良猫衛生対策事業講

習会受講済証の交付を受けた者であること。 

⑵ 地域猫に手術を受けさせようとする者にあっては，第２３条の規定による登録を行

った団体に所属する者であること。 

⑶ 伊丹市暴力団排除条例（平成２４年伊丹市条例第４号）第２条第２号に規定する暴

力団員でないこと。 

 （補助金の額） 

第１２条 補助金の額は，予算の範囲内において，次の各号に定めるところによる。 

⑴ 不妊手術 

地域猫１匹につき７，０００円（手術費が７，０００円に満たない場合はその額） 

野良猫１匹につき５，０００円（手術費が５，０００円に満たない場合はその額） 

⑵ 去勢手術 

地域猫１匹につき４，０００円（手術費が４，０００円に満たない場合はその額） 

野良猫１匹につき３，０００円（手術費が３，０００円に満たない場合はその額） 

（補助金の交付申請） 

第１３条 補助金の交付を受けようとする者は，野良猫衛生対策事業補助金交付申請書（様

式第４号）を当該年度の２月末日までに市長に提出しなければならない。 

２ 交付申請書の申請匹数は，一度の申請につき，メス・オスあわせて１０匹以内とする。 



（補助金の交付決定） 

第１４条 市長は，前条第１項の規定による申請があったときは，その内容を審査し，交

付の可否について野良猫衛生対策事業補助金交付可否決定通知書（様式第５号）により

前条の規定により申請を行った者に通知するものとする。 

（手術の実施） 

第１５条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下，「交付決定者」という。）は，決

定日から起算して３０日以内に獣医師による手術を実施しなければならない。 

２ 交付決定者は，前項の手術を依頼したときは，不妊・去勢手術実施報告書（様式第６

号）に獣医師による記入を受けなければならない。 

３ 交付決定者は，第１項の手術を実施した獣医師に，手術を受けた猫を識別するため，

手術を受けた猫に対し，いずれか一方の耳の一部をＶ字に切り取る措置を施してもらう

ものとする。 

 （実績報告） 

第１６条 交付決定者は，手術が完了したときは，不妊・去勢手術実施報告書に領収書及

び耳を V 字に切り取ったことがわかる写真を添えて，手術完了日から起算して３０日を

経過した日又は当該年度の３月末日のいずれか早い日までに市長に提出しなければなら

ない。 

（補助金の額の確定） 

第１７条 市長は，前条の不妊・去勢手術実施報告書の提出があったときは，その内容を

審査の上，交付すべき補助金の額を確定し，野良猫衛生対策事業補助金交付額確定通知

書（様式第７号）により，交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１８条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は，野良猫衛生対策事業補助金交付    

請求書（様式第８号）に市長が必要と認める書類を添えて，額確定通知の日から起算し

て３０日を経過した日又は当該年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに市長

に請求しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１９条 市長は，前条の規定による請求を受けたときは，その内容を審査し，適当と認

めるときは，補助金を交付する。 

（調査・立会い等） 

第２０条 市長は，必要があると認めるときは，申請者及び地域猫活動団体に対し，補助

金の交付に関し必要な事項を調査し，報告を求め，又はえさ場，トイレの設置箇所につ

いて現場に立ち会いを求めることができる。 

（交付決定の取消し） 

第２１条 市長は，交付決定者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき

は，交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（補助金の返還） 

第２２条 市長は，前条の規定により補助金の全部又は一部を取り消した場合において，



当該取消しに係る補助金が既に交付されているときは，期限を定めてその返還を求める

ものとする。 

（地域猫活動団体の登録） 

第２３条 地域猫活動（野良猫に対して不妊手術又は去勢手術を施し，給餌，給水，排せ

つ物の処理等の管理を行うことをいう。以下同じ。）を行う団体が，次に掲げる要件を満

たすときは，地域猫活動団体として登録することができる。 

⑴ 団体の構成員に，野良猫衛生対策事業講習会実施要領第５条第１項に規定する    

野良猫衛生対策事業講習会受講済証の交付を受けた者が複数名いること。 

⑵ 団体の代表者を置いていること。 

⑶ 団体の構成員に限らず，周辺住民に地域猫活動の趣旨を説明し，理解を得ているこ

と。 

⑷ 地域猫の管理について，周辺住民の理解を得た上で次に掲げる要件を満たす管理行

っていること。 

ア えさ場を決め，当該えさ場以外での場所で給餌をしないこと。また，置きえさを

行わないこと。 

イ ふん尿の散乱・分散を防ぐため，必要な数のトイレを設置し，清掃等の管理を継

続して実施すること。 

ウ トイレの設置場所は，私有地に限るものとし，事前に，トイレを設置すること及

びトイレの管理のため当該私有地に立ち入ることについて，当該私有地の所有者の

承諾を得ていること。 

２ 地域猫活動団体の登録を受けようとする団体の代表者は，地域猫活動団体登録申請書

（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の申請書の提出があったときは，その内容を審査し，適当と認めるとき

は，地域猫活動団体登録決定通知書（様式第１０号）により，申請を行った者に通知す

るものとする。 

４ 地域猫活動団体は，代表者、団体構成員、活動区域等に変更があったときには，地域

猫活動団体登録事項変更申請書（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年７月１０日から施行する。 

（見直し） 

２ 市は，施行の日から概ね３年を目途に，補助金申請の状況，補助金交付の目的達成・

効果等を勘案し，補助対象，補助金の額及び補助事業の終期等について検討し，要綱の

見直しを行うものとする。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和元年５月１日から施行する。 



付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

 この要綱は，令和５年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 


